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事   業   名

担当部課室

評価項目 ウエイト

利用のしやすさ 16.1

震災時の信頼性向上 12.3

周辺海域の水質保全 6.9

隣接生態系の保全 8.4

14.6

11.8

港社会のゆとり 7.6

港社会の潤い 9.9

工事の規模 4.4

他事業との関連 8.0

100

※２　この基準表は，土木部用です。

Ⅵ．事業の効率性
　（効率性）

評価指標

鉄道駅が近隣に存在するかどうか
Ⅰ．利便性の向上
  （必要性）

大規模地震対策施設に該当するかどうか

保全に配慮する区域があるかどうか

海洋性レクリエーション施設に該当するかどうか

ＣＯＤ値が環境基準値を満足しているかどうか

旅客輸送用施設に該当するかどうか

Ⅱ．安全の確保
　（必要性）

事 業 箇 所 評 価 基 準 表

評価軸

県事業

港湾事業（物揚場等整備事業）

土木部 港湾課

※１　事業箇所ごとの評点は，評価指標ごとの配点に評価指標ごとのウェイトを掛け合わせて求められる評価指標ごとの
　　得点をすべて足し合わせた合計点です。

Ⅲ．環境の保全
　（有効性）

Ⅳ．地域経済への
　貢献
　（有効性）

Ⅴ．地域社会
　（生活環境）の向上

港湾利用効果の増大

合　　　　　　　計

他事業と一体的に整備するかどうか

イベント、レクリエーション施設が近隣にあるかどうか

周辺に放置艇が何隻あるか

対象岸壁の設計水深と現地水深の差

－91－


